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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第１四半期
累計期間

第61期
第１四半期
累計期間

第60期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （千円） 1,400,453 1,409,462 6,018,839

経常利益 （千円） 138,471 117,789 668,874

四半期（当期）純利益 （千円） 141,331 80,796 496,382

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 2,515,383 2,515,383 2,515,383

発行済株式総数 （千株） 8,930 8,930 8,930

純資産額 （千円） 14,144,160 14,374,666 14,409,483

総資産額 （千円） 16,169,234 16,414,236 16,456,461

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 17.39 9.94 61.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 28.00

自己資本比率 （％） 87.5 87.6 87.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有しておらず記載しておりません。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間の期首から適用しており、前第１四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

６．当社は、不動産賃貸に関わる受取賃貸料及び賃貸費用の一部をそれぞれ営業外収益及び営業外費用に計上し

ておりましたが、不動産賃貸物件の増加に伴う不動産事業の見直しを契機に、当第１四半期会計期間より全

ての受取賃貸料を売上高に、賃貸費用を売上原価に計上する方法に変更しており、第60期第１四半期累計期

間及び第60期の売上高について、当該変更を反映した組替え後の数値を記載しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

日本デコラックス株式会社(E02407)

四半期報告書

 2/15



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前事

業年度との比較・分析を行っております。

　また、以下の経営成績に関する説明については、「第４[経理の状況]１[四半期財務諸表][注記事項]（追加情報）

（表示方法の変更）」に記載のとおり、組替え後の前第１四半期累計期間の四半期財務諸表及び当第１四半期累計期

間の四半期財務諸表の数値を用いて説明しております。

 

(1)　財政状態及び経営成績の状況

　当事業年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりであります。

 

①財政状態

　当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて42百万円減少の16,414百万円となりました。

これは主に、建物並びに土地が増加したものの、現金及び預金並びに電子記録債権が減少したこと等によるもので

す。負債は前事業年度末に比べて７百万円減少の2,039百万円となりました。これは主に、電子記録債務が増加し

たものの、支払手形及び買掛金、未払法人税等並びに未払消費税等が減少したこと等によるものです。また、純資

産は前事業年度末に比べて34百万円減少の14,374百万円となりました。これは主に、四半期純利益を80百万円計上

したものの、期末配当金を129百万円支払ったこと等によるものです。

 

②経営成績

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、米国現政権の保護主義的な通商政策による不透明感があるもの

の、企業業績は堅調で雇用情勢の改善がみられ、個人消費も持ち直しているなど、緩やかな回復基調で推移いた

しました。

 

　このような状況の下、当社のセグメント別の業績は、以下の通りとなりました。

＜建築材料事業セグメント＞

　建築材料事業は、原材料および燃料費が大幅に高騰したことにより、価格上昇分の一部を期中より製品価格へ転

嫁いたしました。

　化粧板製品のうち、高圧メラミン化粧板は、オフィス家具市場とトイレブース市場の販売が堅調に推移しました

が、不燃メラミン化粧板は、住宅市場、非住宅市場とも減少いたしました。その結果、化粧板製品の売上高は974

百万円（前年同四半期比101.2％）となりました。電子部品業界向け製品は、自動車の安全性・利便性向上による

電装化を背景に車載関係の販売が引き続き堅調に推移いたしましたが、産業機械向けの販売は減少いたしました。

その結果、電子部品業界向け製品の売上高は205百万円（前年同四半期比101.2％）となりました。ケミカルアン

カー製品は、市販のコ―キングガンで施工可能な小容量カートリッジ「ＥＬＬ１５０」について、ＤＩＹ市場への

情報発信に注力しましたが、耐震補強工事の減少により、販売は減少いたしました。その結果、ケミカルアンカー

製品の売上高は161百万円（前年同四半期比96.9％）となりました。

　これらの結果、建築材料事業セグメントの売上高は1,341百万円（前年同四半期比100.6％）となりました。

＜不動産事業セグメント＞

　不動産事業は、賃貸オフィス物件を新たに取得したため売上は増加いたしました。その結果、不動産事業セグメ

ントの売上高は68百万円（前年同四半期比100.9％）となりました。

 

　全社の業績といたしましては、売上高は1,409百万円（前年同四半期比100.6％）、営業利益は106百万円（前年

同四半期比80.6％）、経常利益は117百万円（前年同四半期比85.1％）、四半期純利益は80百万円（前年同四半期

比57.2％）となりました。

 

(2)　経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。
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(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、34,642千円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

（注）平成30年６月26日開催の第60回定時株主総会において、当社普通株式について10株を１株の割合で併合する

旨、及び株式併合の効力発生日（平成30年10月１日）をもって、発行可能株式総数を30,000,000株から

3,000,000株に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,930,000 同左
名古屋証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

計 8,930,000 同左 － －

（注）平成30年６月26日開催の第60回定時株主総会において、株式併合の効力発生日（平成30年10月１日）をもっ

て、単元株式数を1,000株から100株に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

なお、株式併合後の発行済株式総数は、8,037,000株減少し、893,000株となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 8,930,000 － 2,515,383 － 2,305,533

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 807,000
 

－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他）
 
普通株式 8,107,000
 

8,107 同上

単元未満株式
 
普通株式 16,000
 

－ 同上

発行済株式総数 8,930,000 － －

総株主の議決権 － 8,107 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

日本デコラックス株式会

社

愛知県丹羽郡扶桑町大字

柏森字前屋敷10番地
807,000 － 807,000 9.05

計 － 807,000 － 807,000 9.05

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成30年４月１日から平成30

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,342,183 4,404,031

受取手形及び売掛金 ※ 1,566,981 ※ 1,530,749

電子記録債権 ※ 718,532 ※ 609,256

有価証券 285,381 224,099

商品及び製品 235,481 256,717

仕掛品 52,250 66,745

原材料及び貯蔵品 328,139 350,456

その他 42,180 76,019

流動資産合計 8,571,130 7,518,075

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,364,171 2,711,316

土地 3,000,384 3,616,415

その他（純額） 998,608 1,052,252

有形固定資産合計 6,363,164 7,379,984

無形固定資産 24,756 22,637

投資その他の資産   

投資有価証券 1,127,631 1,145,141

その他 369,778 348,397

投資その他の資産合計 1,497,409 1,493,539

固定資産合計 7,885,330 8,896,160

資産合計 16,456,461 16,414,236

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 480,332 ※ 438,714

電子記録債務 ※ 635,094 ※ 650,806

未払法人税等 106,608 44,950

未払消費税等 44,610 4,452

引当金 49,349 36,588

その他 ※ 276,354 ※ 396,795

流動負債合計 1,592,349 1,572,306

固定負債   

役員退職慰労引当金 311,632 315,208

その他 142,996 152,055

固定負債合計 454,628 467,263

負債合計 2,046,977 2,039,570

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,515,383 2,515,383

資本剰余金 2,305,533 2,305,533

利益剰余金 9,979,653 9,930,486

自己株式 △371,193 △371,193

株主資本合計 14,429,375 14,380,208

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △19,892 △5,542

評価・換算差額等合計 △19,892 △5,542

純資産合計 14,409,483 14,374,666

負債純資産合計 16,456,461 16,414,236
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 1,400,453 1,409,462

売上原価 869,453 898,553

売上総利益 530,999 510,909

販売費及び一般管理費 399,376 404,758

営業利益 131,623 106,150

営業外収益   

受取利息 2,834 940

受取配当金 3,459 13,518

受取補償金 2,600 －

為替差益 507 －

その他 708 658

営業外収益合計 10,110 15,117

営業外費用   

売上割引 3,253 3,137

為替差損 － 340

その他 8 －

営業外費用合計 3,262 3,478

経常利益 138,471 117,789

特別利益   

固定資産売却益 81,201 －

特別利益合計 81,201 －

特別損失   

固定資産除却損 5,500 862

特別損失合計 5,500 862

税引前四半期純利益 214,173 116,926

法人税等 72,842 36,130

四半期純利益 141,331 80,796
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（表示方法の変更）

　当社は不動産に関わる受取賃貸料及び賃貸費用の一部をそれぞれ営業外収益及び営業外費用に計上しており

ましたが、不動産賃貸物件の増加に伴う不動産事業の見直しを契機に、当第１四半期会計期間より全ての受取

賃貸料を売上高に、賃貸費用を売上原価に計上する方法に変更しており、この表示方法の変更を反映させるた

め、前第１四半期累計期間の四半期財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前第１四半期累計期間の四半期損益計算書において「営業外収益」に表示しておりました「受取

賃貸料」2,342千円を「売上高」に、「営業外費用」に表示しておりました「賃貸費用」468千円を「売上原

価」に組替えております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権債務

　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権債務の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形及び電

子記録債権債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形

電子記録債権

34,009千円

20,943

34,065千円

16,523

支払手形 36,146 48,500

電子記録債務 153,655 137,125

設備関係支払手形 72,921 3,796

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 
 

前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 100,623千円 92,349千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 162,490 20 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月26日

定時株主総会
普通株式 129,963 16 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 建築材料事業 不動産事業 合計
調整額
（注）１

四半期損益
計算書計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 1,332,867 67,586 1,400,453 － 1,400,453

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 1,332,867 67,586 1,400,453 － 1,400,453

セグメント利益 201,306 27,955 229,261 △97,638 131,623

（注）１.セグメント利益の調整額△97,638千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属していない一般管理費であります。

２.セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 建築材料事業 不動産事業 合計
調整額
（注）１

四半期損益
計算書計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 1,341,295 68,166 1,409,462 － 1,409,462

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 1,341,295 68,166 1,409,462 － 1,409,462

セグメント利益 182,770 20,016 202,787 △96,636 106,150

（注）１.セグメント利益の調整額△96,636千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属していない一般管理費であります。

２.セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　「注記事項（追加情報）」に記載の通り、当第１四半期会計期間より表示方法の変更を行っており、営業外

収益及び営業外費用に計上しておりました受取賃貸料及び賃貸費用を報告セグメントの「不動産事業」に計上

しております。なお、前第１四半期累計期間の報告セグメントの売上高及び利益の金額に関する情報について

は変更後の表示区分により記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 17円39銭 ９円94銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 141,331 80,796

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 141,331 80,796

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,124 8,122

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月９日

日本デコラックス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岡野　英生　印

 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山田　昌紀　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本デコラック

ス株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第61期事業年度の第１四半期会計期間（平成30年４月１日か

ら平成30年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本デコラックス株式会社の平成30年６月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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